
国際化 新たなリスク

秘密情報等を取り扱う事業者の情報保全体制に係る手続の見直しについて
～ 防衛事業適合事業者制度・認証制度の創設 ～

効率化・迅速化予見可能性

情報システムの保全

手続の集約・前倒し

基準の統合・明確化

情報保全を巡る状況の変化と課題

防衛事業適合事業者制度・認証制度
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新たな制度のポイント （調達等の契約との関係）

これまで
秘密等取扱

契
約

保全審査・手続

秘密等取扱

契
約

防衛事業適合事業者
現地調査

保
全
契
約

認
証

認証事業者

書類審査

これから

審査
手続

✓ 調達に紐付けずに審査、保全体制を認証（書類審査）

✓ 常続の保全契約を締結 （現地調査） ⇒ 防衛事業適合事業者

✓ 個々の調達契約の前にも保全に係る手続の実施が可能
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「防衛事業適合事業者」のメリット

契約時の保全審査・手続が簡潔に！

✓調達等の契約前に審査・手続を実施
✓結果、早期に契約履行に着手可能に
✓新たな協力企業の準備にも有効

複数の契約時の手続が簡素化されます！

✓認証証明書、適合マー
クは、広報に活用できま
す。

✓認証事業者であることは
公表可能です。

官の検査要領を見直します！

✓認証証明書、適合マー
クは、広報に活用できま
す。

✓認証事業者であることは
公表可能です。

事前に従業者のクリアランス手続が可能に！

✓調達等の契約前に手続を開始
✓結果、早期に契約履行に着手可能に

✓調達等の契約手続（特約条項）の簡素化
✓調達等の契約にまたがる手続の簡素化・撤廃

✓保全検査（月１回）の頻度の見直し
✓自己点検の質を高めるための「点検票」の導入

常続の保全契約を前提として
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「認証制度」活用のメリット

広報に活用できます！

✓認証証明書、適合マー
クは、広報に活用できま
す。

✓認証事業者であることは
公表可能です。

情報保全体制の信頼性向上に！

✓自社の情報保全体制の証明に
✓取引先からの信頼性向上！

✓会社のWeb、名刺等で活用可能
✓認証事業者であることは公表可能

認証証明書等を交付します！

✓防衛装備庁の保全基準を満たす企業（事業
所）であることを証明

✓認証を受けた施設に認証マークを交付

認証証明書

防衛装備庁保全基準認証事業者

「防衛事業適合事業者」の審査が簡単に！

✓「防衛事業適合事業者」の審査が簡略化

あらかじめ保全体制の審査・認証を受けることにより

認証マーク

※認証マークの無断使用は禁止です。
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【新規】防衛事業適合事業者制度等に関する訓令（令和７年防衛装備庁訓令第１９号）

・認証に係る手続
・防衛事業適合事業者契約に係る手続

【新規】防衛事業適合事業者制度等に関する訓令の実施要領について
（装装保第１４８４６号。令和７年７月３１日）

・実施要領（認証、適合事業者契約に係る事務手続、各種様式） （別紙第１）
・防衛事業適合事業者契約（秘密）に係る契約条項 （別紙第２）
・防衛事業適合事業者契約（秘密）に係る特約条項 （別紙第３）
・防衛事業適合事業者契約（保護すべき情報）に係る契約条項 （別紙第４）
・防衛事業適合事業者契約（保護すべき情報）に係る特約条項 （別紙第５）
・契約条項細部事項（適合事業者契約に係る契約手続、各種様式）（別紙第６）

【新規】防衛事業適合事業者契約を締結する場合における履行中の秘密情報等の保全に関する特約条項の変更要領
について（装装保第１２５４６号。令和７年６月３０日）

【新規】防衛事業適合事業者制度等に関する訓令第１9条に基づく地方防衛局による検査等の実施要領
について（装装保第１４８６２号。令和７年７月３１日）

・細部要領（地方防衛局検査要領・監査要領）

防衛事業適合事業者制度の規則体系

・既存の特約条項の変更手続をまとめて実施する手続
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別紙第１

実施要領

防
衛
事
業
適
合
事
業
者
制
度
等
に
関
す
る
訓
令
【
長
官
訓
令
】

防衛事業適合事
業者制度等に関
する訓令の実施
要領について
【部長通知】

付紙様式
第1－１
点検票
（保全組織（FOCI
含む））

付紙様式
第2

認証申請
書

属紙

承諾
事項

付紙様式
第11

契約申込

別紙第１

秘密検査実
施要領

別紙第２

情セキ監査
実施要領

認証事業者・
防衛事業適合事業者
検査実施要領

検査等の要領に
ついて
【部長通知】

別紙第２

契約条項
(秘密)

付紙第１

適用範囲

付紙第２

施設及び
システム
の一覧

付紙第３

特約条項
(適性評価)

付紙第４

特約条項
(システム)

防衛事業適合事業者制度等に関する訓令・実施要領の建付け

付紙様式
第1－２
点検票
（秘密保全規則）

付紙様式
第1－３
点検票
（教育の体制）

付紙様式
第1－４
点検票
（秘密保全施設）

付紙様式
第1－５
点検票
（秘密取扱情
報システム）

別紙第３

特約条項
(秘密)

別紙第４

契約条項
(保護すべき
情報)

別紙第５

特約条項
(保護すべき
情報)

別紙第６

契約条項
細部事項
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契約
条項

保全基準
兼点検票

防衛事業適合事業者
契約手続

属紙

総括者
の基準

付紙様式
第3

認証審査
結果通知

付紙様式
第4

認証通知
書

付紙様式
第5

認証証明
書

付紙様式
第６

認証マーク

付紙様式
第７

自己点検
申告書

付紙様式
第8

取消
通知

付紙様式
第9

変更申請

付紙様式
第10

延長申請

認
証
手
続属紙

総括者
の基準

付紙様式
第12

契約審査
結果通知

付紙様式
第1３
月次
点検票

付紙様式
第14

契約解除
通知

付紙様式
第1５

契約整理簿

付紙様式
第1６
研修実施
通知

付紙第１
総括者指名
基準

付紙第２
従業者
掲載基準

付紙様式
第１
名簿

付紙様式
第２
名簿確認
通知

付紙様式
第３
同意書

付紙様式
第４
指定書

付紙様式
第５
閉鎖区域
申請

付紙様式
第６
閉鎖区域
届出

付紙様式
第７
立入簿

付紙様式
第８
保管簿付紙様式

第９
複製簿

付紙様式
第１０
指定・解除簿

付紙様式
第1１・１２
廃棄簿

付紙様式
第1３
閲覧簿

付紙様式
第1４
貸出簿

付紙様式
第1５
変更記録
簿

付紙様式
第1６
管理簿

付紙様式
第1７
引継簿

付紙様式
第１８～3７
システム
関係簿冊

付紙様式
第３８
システムセ
キュリティ実
装計画


